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投資不動産会計の展開と我が国の課題
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大野　智弘
1．はじめに
　会計基準の国際的調和化を問題にする場合，我が国で最も注意が払われているのが国際会計
基準委員会（lnternational　Accounting　Standards　Committee，以下，　IASCと略称）の公表する
国際会計基準（lnternational　Accounting　Standards，以下，　IASと略称）である1）。コア・スタ
ンダードの完成を条件として，1987年に証券監督者国際機構（lnternational　Organization　of
Securities　Commissions　and　Similar　Agencies，以下，10SCOと略称）の支持を取り付けた
IASCは，今や会計基準の国際的調和化を推進する最も重要な機関とみなされている2）。それ
ゆえIASの動向は，我が国における会計ディスクロージャーのあり方や会計基準の設定に関し
てまでも，多大な影響を及ぼすようになっている。近年，我が国で公表された各種の意見書に
は，会計基準の設定にあたり，常にIASの動向を注視した旨が明らかにされている。
　そのIASCは2000年4月に最後のコア・スタンダードとなるIAS40号「投資不動産
（Investment　Properties）」を公表した。　IAS40号は我が国の会計基準では特別に規定されてい
ない投資不動産会計を，個別的かつ包括的に規定する会計基準書として注目されるとともに，
非金融資産に対して初めて公正価値評価を導入したことで大きな話題になった。そして我が国
では，IAS40号の公表を1つの契機として，これまであまり問題にされてこなかった投資不動
産会計が積極的に論じられるようになった。2000年6月に企業会計審議会から公表された「固
定資産の会計処理に関する論点の整理」（以下，「論点整理」と略称）では，「投資不動産につ
いては，我が国や米国では有形固定資産と同様に処理をしているが，国際会計基準ではそれを
他の有形固定資産と区別して基準を定めているため，その違いにどう対処するかを検討するこ
とにした3）」と述べられている。
　しかしながら，我が国のほとんどの議論では，議論の前提になるべき投資不動産の概念すら
必ずしも明確に規定されていない。投資不動産会計については，会計基準の国際的調和化の問
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題も含めて，複雑多岐にわたる問題が指摘されるにとどまる。というよりはむしろ，我が国に
おける投資不動産会計の議論はまだ開始されたばかりである。
　以下本稿では，IASCにおける投資不動産会計の展開を明らかにするとともに，我が国にお
ける投資不動産会計の現状と課題について考察する。
ll．　IASCにおける投資不動産会計の展開
　IASCにおける投資不動産会計は，1986年3月に公表されたIAS25号「投資の会計
（Accounting　for　Investment）」を起点としている。そして現在の確定基準であるIAS40号は，
そのIAS25号を継承するものであるといわれている4）。確かに，　IAS40号は投資不動産を他の
有形資産とは異質の資産とする点でIAS25号とは基本的に相違しない。しかし，両者の間には
投資不動産の評価に対する考え方に根本的な相違が認められる。IAS25号からIAS40号の公表
までには相当の時間経過があり，その審議は実に紆余曲折したものである。本章ではそうした
評価規定を中心として，IASCにおける投資不動産会計の展開を整理・検討してみたい。
1．IAS25号の評価規定
　投資不動産会計に係る最初のIASはIAS25号である。　IAS25号では，「投資不動産とは土地ま
たは建物に対する投資であって，投資企業あるいは当該投資企業と同一の集団に属する他の企
業が，もっぱら自らの使用またはその営業の用に供するために保有するものではないものをい
う5）」と定義され，短期投資，長期投資と並ぶ投資形態の1つとして投資不動産が分類された。
そしてIAS25号では，投資不動産の評価方法として，有形固定資産と同様に処理する方法と長
期投資として処理する方法が規定された6）。
　有形固定資産と同様に処理する場合には，投資不動産を減価償却の対象とし，取得原価から
減価償却累計額を控除した金額をもって貸借対照表価額とする。一方，長期投資として処理す
る場合には，減価償却せずに，取得原価または再評価額のいずれかを貸借対照表価額とするこ
とになる。なお，再評価額を貸借対照表価額とすることによって生じる評価差額は，再評価剰
余金として株主持分に直接貸記するものとされた。
　ミッシェル（Mitchell，　G．　B．）等の指摘によれば，　IASCにおける投資不動産会計には，英国
の意向が強く反映されたといわれている7）。投資不動産を投資形態の1つとみなす考え方や投
資不動産を再評価する規定は，英国の投資不動産会計に基礎を置くものといえる8）。もっとも
IAS25号では，それ以上に他の方法を含めて広範な評価方法が許容されている。そうした広範
な評価方法が許容された背景には，当時，IASCが会計基準の国際的調和化へのアプローチと
して，緩やかな調和化アプローチを採用していたことが深く関係している9）。つまり，IASC
一投資不動産会計の展開と我が国の課題一 175
はIASの設定に際して会計方法の自由な選択を広く許容するアプローチを採用していたため
に，IAS25号では，各国の会計基準に配慮して，投資不動産に幅広い評価方法の選択を認める
ものとなった。
2．ED32号の評価規定（案）
　1987年以降すなわちIASCが10SCOとの関係を深め始めてから，　IASCはIASの改善プロジ
ェクトに積極的に取り組むようになった。そのプロジェクトでは，財務諸表の比較可能性を高
めるために，IASが広く認めてきた会計方法の自由な選択を制限することが第一の目的とされ
た。その具体的な改訂内容を明らかにしたのが公開草案（Exposure　Draft，以下，　EDと略称）
32号「財務諸表の比較可能性（Comparability　of　Financial　Statements）」（1989年1月公表）で
ある。ED32号では，投資不動産の評価方法につき，以下の改訂案が提示された10）。
　（a）有形固定資産と同様に処理する場合には，投資不動産を減価償却の対象とし，取得原価
　　から減価償却累計額を控除した金額をもって貸借対照表価額とする。
　（b）長期投資として処理する場合には，投資不動産を減価償却の対象とせずに，再評価額
　　をもって貸借対照表価額とする。
　（c）上記（a）の評価方法を優先的処理（preferred　treatment）とし，上記（b）の評価方法
　　を認められた代替的処理（allowed　alternative　treatment）とする。
　この改定案では，LへS25号が規定した長期投資として処理する方法のうち，減価償却せずに
取得原価をもって貸借対照表価額とする方法が完全に除去され，残りの評価方法の選択に優i先
および代替という優i劣をつけた点で，一応，会計方法の自由な選択を制限するというIASの改
善プロジェクトの趣旨に沿ったもといえる。とはいえ，本来，投資不動産を投資の1形態とみ
なしているはずのIASCが，その投資不動産に対して，長期投資として処理する方法よりも有
形固定資産と同様に処理する方法を優i先させたことは，理論的にみて整合性を欠くものといわ
ざるを得ない。同時に，taSCはIAS改訂の拠り所として「財務諸表の作成表示に関する枠組
み（Framework　for　the　Preparation　and　Presentation　of　Financial　Statements）」（公開草案1988
年5月「枠組み（案）」，最終文書1989年7月公表）の設定に励んだが，ED32号におけるIAS25
号の改定案は，その「枠組み（案）」にすら言及されていないことが指摘されている11）。
　その後，ED32号における上記の改定案は，　ED32号の確定文書である趣旨書（Statement　of
Intent）「財務諸表の比較可能性」（1990年7月公表）に引継がれている12）。しかし，　IASの改
善プロジェクトの成果として，1993年12月に公表された「財務諸表の比較可能性：改訂IAS
（1993年版）」では，投資不動産会計に係る新たなIASは公表されることなく，「財務諸表の比
較可能性に関する趣旨書において未解決の事項で，IAS25号『投資の会計処理』に関連する事
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項は金融商品プロジェクトの一部として取り扱われる13）」ものと報告されたに過ぎない。
3．ED64号とIAS40号の評価規定
　IAS25号の改訂作業が金融商品プロジェクトに移行された後，金融商品プロジェクトでは金
融商品に係る会計基準等の設定が優先されたために，投資不動産会計に関する審議は最後まで
持ち越されることになった。その結果，投資不動産会計に関する新たな公開草案ED64号「投
資不動産（investment　properties）」（1999年7月公表）が公表されるまでには，　ED32号の公表
から10年の歳月を要した。そのED64号では，投資不動産にして全面的な公正価値評価の適用
が提案された。
　これまでみてきたように，IASCの投資不動産会計では，投資不動産を有価証券等と並ぶ投
資の1形態に分類しつつも，一貫して有形固定資産と同様の評価方法を認めてきた。ED32号
にあっては，有形固定資産と同様の評価方法が優先的処理とされた。それゆえED64号で提案
された評価方法すなわち全面的な公正価値評価への移行は，これまでのIASCの考え方を大き
く転換させるものといえた。しかしながら，こうしたED64号の提案に対しては，反対意見を
含むさまざまなコメントが各国から寄せられることになった。
　たとえば，IAS25号の改善起草委員会14）のメンバーでもあった日本公認会計士協会
（Japanese　lnstitute　of　Certified　Public　Accountants，以下，　JICPAと略称）は，我が国の現状に
鑑み，ED64号をそのまま確定基準とすることに反対するコメントを提出している。JICPAは
これまでどおり有形固定資産と同様の評価方法を容認するようIASCに提案するとともに，そ
うした修正を行わない限り投資不動産に係る確定基準を受け入れることができないとした15）。
　その後，IASCは各国からの意見を再検討した上でIAS40号を公表している。　IAS40号の規定
の概要は図表1に示すとおりであるが，そこでは公正価値評価（IAS40号では公正価値モデル
と呼称）に加えて，減価償却累計額および減損累計額控除後の取得原価による評価方法
（IAS40号では取得原価モデルと呼称）の選択を認めた。
　もっとも，IASCがIAS40号において取得原価モデルの選択を認めたのは，その評価方法に
理論的な合理性を見出したからではない。IAS40号では，以下の点を考慮して取得原価モデル
の採用を認めたに過ぎない16）。
　（a）一定の不動産市場はまだ公正価値モデルが十分機能するほどに成長していないこと。
　（b）投資不動産の厳密な定義を設定することは不可能であり，このため現段階で公正価値
　　モデルを要求することは実務的に不可能であること。
　（c）一部の不動産市場がさらに成長を遂げるための時間的猶予を与えること。
　上記の根拠から明らかなように，IAS40号におけるIASCの基本的な立場は，あくまでも公
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正価値評価を基軸とすることに変わりはない。投資不動産は他の有形固定資産等とは異質な資
産であり，その公正価値および公正価値の変動についての情報は，市場リスクにさらされる金
融資産と同様に17），投資者に対する経済的意思決定情報として，高度に目的適合的であると
いうのがLへSCの基本的な考え方である18）。
図表1　1AS40号の概要
規定項目 規定内容
投資不動産の定義 投資不動産とは，賃貸収益の獲得または資本増加を目的として保有する不動
Yで，（a）製品の製造・販売またはサービスの提供あるいは経営管理目的の
ｽめに使用するもの（自己使用不動産），および（b）通常の営業過程で販売
ｳれるもの（販売用不動産）を除く不動産のことをいう。
投資不動産の認識 投資不動産は，次の2つの条件を満たす場合，そしてその場合にのみ資産と
ｵて認識する。（a）投資不動産に帰属する将来の経済的便益が，企業にもた
轤ｳれる可能性が高いこと，および（b）投資不動産の取得原価が信頼性をも
ﾁて測定できること。
当初認識時の測定 投資不動産は，当初，その取得原価によって測定する。また引取費用は当初
ﾌ測定に含める。
当初認識後の測定
i評価）
企業は公正価値モデルまたは取得原価モデルのいずれかを会計方針として適
pしなければならない。また，選択した方針は投資不動産のすべてに対して
K用しなければならない。
公正価値モデル：公正価値モデルを選択する企業は，公正価値が信頼性をも
ﾁて測定不可能な場合を除いて，すべての投資不動産を公正価値で評価しな
ｯればならない。また，投資不動産の公正価値の変動から生ずる損益は，発
ｶした期の純損益に含めなければならない。なお，投資不動産の公正価値は，
ﾟ去または将来のいずれの日でもなく，貸借対照表日現在の市場の実勢およ
ﾑ状況をあらわさなければならない。
取得原価モデル：原価モデルを選択する企業は，投資不動産のすべてを減価
梛p累計額および減損累計額を控除した取得原価で評価しなければならない。
公正価値モデルと
ｴ価モデルに共通
ｵた開示項目
企業は，次の内容を開示する。（a）分類が困難な場合には，投資不動産を区
ﾊするために企業が設定した規準，（b）投資不動産の公正価値の算定に際し
ﾌ用された方法および重要な前提，（c）独立の鑑定人による評価に基づいた
且装s動産の公正価値の範囲，（d）投資不動産からの賃貸料収入など，損益
v算書に含まれる金額，（e）投資不動産の実現または収益および売却対価の
ｧ限および金額，（f）投資不動産の購入，建設または開発に関する重要な契約
繧ﾌ債務，あるいは維持または改良のための重要な契約上の債務。
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Ill．我が国における投資不動産会計の現状
　冒頭で指摘したように，我が国ではIAS40号の公表を1つの契機として，これまであまり論
じられることのなかった投資不動産会計が積極的に取り上げられるようになった。企業会計審
議会が公表した「論点整理」では，固定資産に対する減損会計の導入とともに，投資不動産会
計が1つの重要な論点として取り上げられている。本章では，投資不動産会計に係る現行の会
計規定と企業会計審議会の審議状況とを検討することによって，我が国の投資不動産会計の現
状を明らかにしてみたい。
1．投資不動産に係る会計規定の現状
　我が国には投資不動産会計を特別に規定する会計基準は存在しない。というよりも，会計処
理上の規定に限定すれば，投資不動産を他の有形固定資産等と区別する考え方はない。よって，
投資不動産については事業用資産すなわち有形固定資産と同様の評価方法が適用されている。
このような投資不動産の取り扱いは，とくに我が国に限ったものではなく，米国をはじめとす
る多くの国々においても同じ状況にある。
　しかしながら，我が国には投資不動産を他の有形固定資産等と区別する考え方が，会計規定
上，まったく存在しないかというとそうではない。「財務諸表等の用語，様式及び作成方法に
関する規則」（以下，「財務諸表等規則」と略称）と「『財務諸表等規則』の取扱いに関する留
意事項について」（以下，「財務諸表等規則ガイドライン」と略称）には，投資不動産に係る開
示規定が散見される。つまり我が国には，会計処理上では投資不動産を他の有形固定資産等と
区別する考え方はないが，開示規定にはそうした考え方が若干とはいえ存在しているわけであ
る。それらの開示規定を整理したのが，図表2である。
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図表2：我が国の投資不動産に係る開示規定
規定項目 規定内容
「財務諸表等規則」 投資その他の資産に属する資産は，次に掲げる項目の区分に従い，当該資産
第32条第1項 を示す名称を付した科目をもって掲記しなければならない。1．投資有価証
券，2．関係会社株式，3．関係会社社債，4．その他の関係会社有価証券，
5．出資金，6．関係会社出資金，7．長期貸付金，8．株主，役員または
従業員に対する長期貸付金，9．関係会社長期貸付金，10．破産債権，再生
債権，更正債権その他これらに準ずる債権，11．長期前払費用，11の2．繰
延税金資産，12．その他
「財務諸表等規則」 第32条第1項第12号のうち，投資不動産（投資の目的で所有する土地，建物
第33条 その他の不動産をいう。），1年内に期限の到来しない預金またはその他の資
産で，その金額が資産の総額の100分の1を超えるものについては，当該資産
を示す名称を付した科目をもって掲記しなければならない。
「財務諸表等規則 投資の目的をもって所有する建物その他の資産については，有形固定資産の
ガイドライン」33 例により，減価償却累計額の掲記ができるものとする。
　「財務諸表等規則」第33条によれば，投資不動産は「投資の目的で所有する土地，建物そ
の他の不動産をいう」と定義され，「その金額が資産の総額の100分の1を超えるものについて
は，当該資産を示す名称を付した科目をもって掲記しなければならない。」と規定されている。
この規定に「財務諸表等規則」第32条第1項と「財務諸表等規則ガイドライン」33を勘案す
ると，投資不動産はその金額が資産総額の100分の1を超えるか否かによって異なる開示がな
されることになる。
　投資不動産の金額が資産総額の100分の1を超える場合には，貸借対照表上，投資その他の
資産の区分に「投資不動産」という名称で掲記される。また，我が国では投資不動産を他の有
形固定資産等と同様に減価償却の対象とするため，土地を除く投資不動産については，取得原
価から減価償却累計額を間接的に控除することによって掲記することが認められている。
　一方，投資目的の不動産の金額が資産総額の100分の1を超えない場合には，貸借対照表上，
投資その他の資産の区分に「その他」という名称で掲記される。「その他」という名称で掲記
されることは投資不動産の存在を不明瞭にするが，「財務諸表等規則」では資産総額の100分
の1という金額的な基準をもって，投資不動産の開示に係る重要性を判断しているものと考え
られる。
　こうした規定にみられるように，我が国には，金額的な相違により投資不動産を明示的に掲
記するか否かの差異はあるものの，開示規定には投資不動産を他の有形固定資産等と区別しよ
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うとする考え方が一応存在する。また，両者を区別する考え方は理論的にも合理性が認められ
る。というのも，有形固定資産は事業用資産等の企業内部への長期投資を内容とするものであ
り，投資不動産は本来それとは区別された土地および建物等への長期投資として定義されるか
らである。よって，投資不動産を他の有形固定資産等と区別して，投資その他の資産に掲記す
ることは，区分表示の上で理論的適合性が認められるのである。
　もっとも，「財務諸表等規則」には，投資不動産を「投資の目的で所有する土地，建物その
他の不動産をいう」とする定義以外に，それを他の有形固定資産等と明確に区別するに足る判
断基準のようなものは示されていない。しかも会計処理上では，投資不動産であるか否かに係
らず，棚卸資産以外の不動産は基本的に有形固定資産と同様の会計処理がなされることから，
その規定の実質的な運用可能性はあまり高いとはいえないのであろう。
　なお，「財務諸表等規則」第42条では，固定資産の再評価（事業用の土地を除く）に関する
注記の規定が設けられているが，現在の我が国では投資不動産を再評価する会計制度や会計実
務は確立されていない。1998年3月31日から政策的に「土地の再評価に関する法律」が施行
されたが19），当該再評価法は事業用の土地のみを対象としており，投資不動産それ自体を対
象にしたものではない。
2．投資不動産会計に係る審議の現状
　我が国の会計基準の設定主体が，審議対象として投資不動産会計を取り上げたのは，おそら
く「論点整理」が初めてのことである。「論点整理」では，投資不動産をさしあたり国際会計
基準に準じて定義するものとし20），公正価値評価の導入を視野に入れながら，投資不動産会
計について審議を進めるものとした。具体的には，「投資不動産の資産としての性格を明らか
にしたうえで，企業が自ら使用する固定資産と異なった評価基準である公正価値（時価）によ
る評価を，投資不動産に適用すべきかどうか，あるいは，そのような選択肢を企業に認めるか
どうかについて検討する21）」ものとされた。
　この「論点整理」に関する審議の途中経過は，2001年7月に公表された「固定資産の会計処
理に関する審議の経過報告」（以下，「経過報告」と略称）において明らかにされている。
　「経過報告」には，暫定的にではあるが22），IASCの基軸とする公正価値評価の導入に消極
的な見解が示されている。すなわち，「時価の変動をそのまま損益に算入せず，他の有形固定
資産と同様に取得原価基準による会計処理を行い，必要があれば減損処理を行うことが妥当で
はないかと考えられる23）」というのが，「経過報告」における見解である。そうした見解を示
すに至る根拠を示せば，以下のようになる24）。
　（a）IAS40号では投資不動産を他の有形固定資産等と区別するが，我が国では，投資不動産
一投資不動産会計の展開と我が国の課題一 181
　　も他の有形固定資産と同様の事業用資産であるとみなされ，これを区別する考え方は一般
　　的ではない。また外形的に投資不動産とみなされるものであっても，直ちに売買・換金を
　　行うことに事業遂行上の制約が付されている場合等があり，事実上は事業投資と考えられ
　　るものがあることから，投資不動産を他の有形固定資産等と区別することは必ずしも容易
　　ではない。
　（b）IAS40号では，投資不動産の評価について，公正価値モデルと原価モデルとの選択適用
　　を認めているが，我が国の不動産市場は公正価値が意味を持つほどに成熟していない。ま
　　た投資不動産の公正価値を客観的に把握することは，活発な市揚を有する一部の金融資産
　　に比べはるかに困難であるといわざるを得ない。
　（c）投資不動産を他の有形固定資産と区別することの困難性，客観的な公正価値を把握する
　　ことの困難性等を考慮すると，投資不動産に公正価値評価を適用しても投資者にとって有
　　用な会計情報を提供し得るかということに疑問が残る。1つの方法として，投資不動産を
　　その保有目的等に応じて細分化し，それぞれに異なる会計処理を適用することも考えられ
　　るが，類似する不動産を細分化するにあたっては，それを区別するための合理的な基準を
　　設けることが困難であると考えられる。
　上記の内容からみると，「経過報告」が公正価値評価の導入に消極的な立場を表明する主な
根拠は，投資不動産を他の有形固定資産等と区別することの困難性と客観的な公正価値を把握
することの困難1生にある。端的にいえば，公正価値評価に対する消極論は，公正価値評価の適
用（実行可能性）に係る問題ないしその困難性に根拠が求められている。それゆえ「経過報告」
には，経済的意思決定情報として公正価値評価が有用でないとする指摘はなく，一応公正価値
評価の導入に消極的な立揚が表明されているものの，反対に他の有形固定資産と同様の会計処
理を適用すること（いわゆる原価モデル）を積極的に支持する根拠も明確にされていない。
　原価モデルを積極的に支持しようとすれば，投資不動産に対する原価モデルの適合性すなわ
ち減価償却の対象にすることの理論的合理性が明らかにされなければならない。「経過報告」
では，事業投資とみなされるものについては公正価値の変動を企業活動の成果とは捉えないこ
と，保有目的等をまったく考慮せずに公正価値評価を適用しても企業の経済的実態を適切に反
映しないこと等が指摘されるが25），そうした指摘は結局のところ公正価値評価の適用上の問
題に結つけられており，そのことによって原価モデルの採用が理論的に合理化されたとはいえ
ない。
　バブル経済の崩壊後，不動産市場の低迷が続く我が国では，投資目的の不動産の含み損が問
題視されている26）。我が国の不動産市場の現状に鑑みても，投資目的の不動産が市揚リスク
にさらされることは一般に認められるところである。また我が国では，直接金融への移行を促
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す金融証券市場の大改革（いわゆる金融ビッグバン）が実施されたことに伴って，投資者に対
する企業情報の開示が，従来にも増して強く社会的に要請されるようになっている。そうした
要請がなされる背景には，これまでの我が国の会計ディスクロージャーが，投資者に対する経
済的意思決定情報として，必ずしも満足のいくものではなかったとの認識があるからであろう
27）。しかも金融証券市場の国際化が進展する状況にあっては，国内の投資者ばかりでなく，
国外の投資者をも満足させる会計ディスクロージャーが，必然的に求められるようになる。
　そうした観点から投資不動産会計を取り上げるのであれば，今後，我が国においても公正価
値評価の積極的な導入を前提とした議論が必要になろう。上述したように，我が国の開示規定
には，投資不動産を他の有形固定資産等とを区別する考え方が散見されるのであり，会計処理
の上でも投資不動産を他の有形固定資産等と区別して取り扱うことは，まったく考えられない
ことではないであろう。
lV．公正価値評価の導入に向けた我が国の課題
　前章でみたように，「経過報告」が投資不動産の公正価値評価の導入に消極的な立場を表明
する主な根拠は，投資不動産と他の有形固定資産等とを区別することおよび客観的な公正価値
を把握すること困難性にあった。これらの根拠は公正価値評価の適角上の問題すなわち実行可
能性に係る問題と密接な関係にあり，そのいずれもが我が国の不動産制度や不動産市場の特殊
性を前提としている。本章では，不動産概念自体がもともと法律上の概念であること等を考慮
し，特に我が国の不動産制度の特殊性との関連から，公正価値評価の導入に向けた課題につい
て検討するものとしたい。
1．投資不動産と他の有形固定資産との区別
　我が国には現在，投資不動産に関する一意的な定義は存在しない。「財務諸表等規則」第33
条では，投資の目的で所有する土地，建物その他の不動産を投資不動産と定義するが，その定
義に関する合意は必ずしも得られていない。事実，「論点整理」が投資不動産会計を審議する
にあたって取り上げたのは，AS40号における投資不動産の定義であった。
　当然のことながら，投資不動産の定義と特質が明確にされない限り，投資不動産を他の有形
固定資産等と区別することは困難である。ましてや投資不動産に公正価値評価を適用すること
など論外であろう。問題は不動産のいかなる特質を捉えて，投資不動産を他の有形固定資産と
区別するのかということである。
　IAS40号と「財務諸表等規則」における投資不動産の定義をみるに，両者に明白な事柄は，
不動産が直接的には土地および建物等の資産を指すということである。法律上の概念規定に照
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らして不動産を広義に定義するか否かの問題はあるが28），会計上重視されるのはその不動産
のもつ経済的便益である。「財務諸表等規則」の定義には経済的便益に言及する記載はないが，
IAS40号にはそれが明確に記されている。
　IAS40号によれば，投資不動産は賃貸収入，資本増加またはその両方を目的として保有され
る土地および建物として定義される29）。また，「投資不動産は，企業によって保有される他の
資産とはかなりの程度独立したキャッシュ・フローを生み出す30）」という点に特質があると
される。投資不動産は，その経済的特質により，通常の営業過程において販売目的で保有され
る不動産，および自己使用不動産として物品の製造もしくは販売またはサービスの提供，ある
いは経営管理目的のために保有される不動産と区別されることになる31）。
　しかしながら，現在の我が国の不動産制度は，経済的便益を注視するMS40号の理論構成と
は非常に馴染み難いものとなっている。というのも，我が国では伝統的に不動産の所有それ自
体に意義が見出される傾向があり，不動産の利用的側面（経済的便益）に関してはあまり注意
がはらわれてこなかったからである。そうした我が国の特殊性は，以下のような不動産所有権
に対する考え方に依拠するものと思われる。
　不動産所有権に対する考え方は大陸法系と英米法系とに大別されるが，大陸法の流れを汲む
我が国には，不動産所有権に関して絶対的所有権という概念が存在する。絶対的所有権とは，
不動産支配権益のすべてを包括する不動産所有権の概念であり，「この概念のもとでは，利用
権は所有権に対立し，しかも，所有権が利用権に優先するという理論構成がとられる32＞」の
が特徴である。とりわけ我が国は，絶対的所有権概念が存在する大陸法系の国々の中でも，所
有優先の理論構成を克服するための法整備が進められていないことから，所有が利用に優洗す
るという考え方が強いといわれている33）。
　不動産の所有に一義的な目的が置かれるとすれば，不動産を投資目的で保有しようと，自己
使用目的で保有しようと，あるいは特定の目的をもたずに保有していたとしても，不動産に認
められる経済的便益への意識は相対的に希薄になるであろう。欧米では賃貸収入の得られるテ
ナントビルに不動産の価値が見出されるが，我が国では「建物等の定着物のない更地が珍重さ
れていた34）」と指摘される。投資不動産を他の有形固定資産と区別するためには，不動産を
利用することによっていかなるキャッシュ・フローが創出されるのか，あるいは不動産がいか
なる経済的便益をもつのかに目を向ける必要がある。
2．土地と建物の一体評価と客観的な公正価値の把握
　我が国の不動産登記法では，土地の登記手続と建物の登記手続とが別々になされる。不動産
取引においても土地と建物は独立した不動産として取引の対象にされる。そうした土地と建物
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を別個の不動産とする考え方は，国際的にみても特殊な事例であるとされている35）。一方，
欧米諸国では，元来，土地と建物は一体化した不動産であるとする考え方が広く普及している。
不動産取引契約を登記ないし登録する際にも，両者を個々に独立した不動産として取り扱うこ
とはない。したがって欧米諸国では，土地価格を含んだ建物の価格を鑑定評価するという仕組
みが確立されているという36）。
　単純に考えれば，投資不動産に公正価値評価を適用する場合，その評価対象となる不動産は，
土地のみ，建物のみ，あるいは土地付きの建物といった3つのケースが考えられるであろう。
しかし建物のみの評価を考えた場合，不動産という特定の概念のもとでは，建物は土地の定着
物として定義されるのであって，経済的にも建物が土地から完全に分離されるかたちでキャッ
シュ・フローを創出するとは考え難いであろう。よって投資不動産の評価では，建物のみを公
正価値評価の対象とすることは殆ど無く，建物の評価に際しては必然的に土地との一体評価が
なされるものと考えられる。
　ところが，我が国において土地と建物を一体評価することはそう簡単なことではない。上述
したように，我が国では伝統的に土地と建物は別個の不動産とする考え方が確立されており，
不動産価格情報についても建物価格情報と地価情報は基本的に区別されるからである37）。し
かも，公表される地価情報は実態と乖離した情報であるとの批判があり，建物価格情報につい
ては充分な情報提供すらなされていないのが実情である。
　そうしたことを前提として，単純に土地の公正価値と建物の公正価値を合算しても，その合
算額は投資不動産の適正な評価額とはなり得ないであろう。個々の不動産の公正価値自体，不
充分な価格情報をもとに決定ないし見積もられているとすれば，その公正価値は客観的なもの
といえないであろう。
　そこでIAS40号では，公正価値評価を行うにあたり，承認された適切な専門家としての資格
をもち，鑑定対象となる不動産の揚所および不動産についての最近の鑑定経験のある独立した
鑑定人による鑑定を奨励している38）。またIASCが投資不動産会計を審議するにあたっては，
国際評価基準委員会（lnternational　Valuation　Standards　Committee）もオブザーバーとして参
加し39），不動産鑑定の専門家の協力も得ている。実際に，投資不動産の会計基準を設定して
いる英国では，財務諸表に鑑定人報告書を添付する実務が行われていることが指摘されている
40）。我が国においても，投資不動産の公正価値評価を導入するにあたっては，不動産鑑定士
の協力を得るなど客観的な公正価値を把握するための体制作りを進める必要がある。
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おわりに
会計基準の国際的調和化を論じる際には，各国における社会的，経済的あるいは制度的な特
殊性への言及を避けて通れない。とりわけ投資不動産会計を取り上げる場合には，不動産に関
する各国の諸制度や慣習等を無視できない。しかも我が国の不動産制度や不動産市場は，欧米
諸国のそれとは著しく異なることが指摘されている。
しかしながら，投資不動産の評価方法として，IAS40号が基軸とするのはあくまでも公正価
値評価である。そうしたIAS40号の展開に対して，「経過報告」に提示された暫定的な見解は
公正価値評価に対する消極論であった。IAS40号が原価モデルの選択を認める以上，我が国が
原価モデルを採用したとしても，そのことによってIASとの調和化に支障はきたさないのであ
ろう。とはいえIAS40号の趣旨に照らせば，公正価値評価の導入に向けた議論が，もっと積極
的に進められる必要があろう。
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2001年4月以降，IASCは国際会計基準審議会（lnternational　Accounting　Standards　Board，　IASBと略称）
という新組織に生まれ変わっている。それと同時に，今後IASBが公表する会計基準は，　IASではなく国際
財務報告基準（lnternational　Financial　Reporting　Standards）と呼ばれることになった。しかし本稿では，
そうしたことを了承しながらも，IAS40号が公表された当時の呼称を用いることにする。
プライベートセクターであるIASCは各国の証券市場監督機関で組織される10SCOの支持を得ることで権
威付けがなされ，それによりIASの各国会計基準に対する影響力が高まったものといえる。その10SCOは
2000年5月にIASを正式に承認した。
企業会計審議会「論点整理」，第1章より引用。
梶原晃稿「投資不動産の会計」神戸大学IASプロジェクト・朝日監査法人msプロジェクト編著『国際会計
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